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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 教育部長 長﨑　功一

担当課 702010 教育部・学校教育課・学事係 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 03 こころ豊かに学び続ける人が育つまちづくり

政　　策 01 学校教育の充実

施　　策 01 学力・体力の向上

基本事業名 03
小学校学力向上事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

必
　
要
　
性

二
次
評
価

4

児童の学力向上を図るために必要性が高い事業と考える。

効
　
率
　
性

二
次
評
価

4

学力テスト実施にあたっては業務委託契約を行うことにより経費節減を図っている。講師配置についても必要最小限の
経費で実施している。アシスタント派遣にあたっては、各学校を通じ、大学生や地域の方々などを効率的に活用してい
る。

成
　
果

最
終
評
価

4

低学年における少人数学級編制の実現や放課後学習の支援など、児童生徒の学力向上のために役立てられており、個に
応じたきめ細かな学習指導等につながったことから、成果があったと判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、少人数学級対応講師派遣に対する市民の満足度はやや高く、今後も国の動向
を見ながら少人数学級編制を継続し、児童の学力向上を図られたい。
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 教育部長 長﨑　功一

担当課 702010 教育部・学校教育課・学事係 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 03 こころ豊かに学び続ける人が育つまちづくり

政　　策 01 学校教育の充実

施　　策 01 学力・体力の向上

基本事業名 05
部活動活性化事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

必
　
要
　
性

二
次
評
価

4

学校教育活動の一環として子どもの体力向上を図るとともに、身体的・精神的に強い意志のある人間や、お互い協力し
て助け合い社会的にも豊かな人間を育成していくことを部活動を通して行うために必要な事業である。

効
　
率
　
性

二
次
評
価

4

各学校の状況を調査し、実情や要望に基づき必要経費を予算計上していることから効率性は高いと考える。

成
　
果

最
終
評
価

4

備品の整備、外部講師の派遣、大会参加補助等を行い、部活動の活性化に大きく寄与していることから成果をあげてい
ると判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、外部講師の派遣に対しての市民の満足度はやや高く、今後も学校や保護者の
費用負担軽減の観点から部活動活性化を図るべく事業を継続されたい。
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

2 4 4

事業満足度調査では、市民の満足度は高かった。平成２４年度から時間数増の対応がなされてお
り、児童生徒及び保護者の悩みや不安を軽減、解消することにより生活環境の改善が図られるよ
う、今後も事業を継続されたい。

成
　
果

最
終
評
価

4

複雑な内容の相談が多い中、問題解決に対する献身的な活動に学校現場や関係機関からも高い評価を受けたことから、
成果があったと判断する。

効
　
率
　
性

二
次
評
価

4

３中学校を拠点校として各校区の小学校にも派遣可能となっている。本年度の活用時間数は予定よりも多くニーズが非
常に高かった。

必
　
要
　
性

二
次
評
価

4

問題行動(不登校等)を示す児童生徒の生活環境改善を目的として配置している。児童生徒を取り巻く環境は年々複雑
化、深刻化していることから、その環境改善に対し福祉等に関して専門的な知識・経験を有するスクールソーシャル
ワーカーの派遣は必要である。

基本事業名 05
児童生徒生活環境改善事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

政　　策 01 学校教育の充実

施　　策 02 学習環境の充実

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 03 こころ豊かに学び続ける人が育つまちづくり

担当課 702010 教育部・学校教育課・学事係 最終評価年月日 平成24年8月6日

二次評価者 教育部長 長﨑　功一
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 教育部長 長﨑　功一

担当課 702020 教育部・学校教育課・指導係 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 03 こころ豊かに学び続ける人が育つまちづくり

政　　策 01 学校教育の充実

施　　策 02 学習環境の充実

基本事業名 11
小学校心の相談事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

必
　
要
　
性

二
次
評
価

4

児童が抱えている悩みや不安を相談員に気軽に話をすることで、ストレスを和らげ不登校やいじめ等の未然防止に努
め、心にゆとりを持てる環境づくりを行うことが出来た。

効
　
率
　
性

二
次
評
価

4

各学校とも様々な相談に対応し、ほぼ予定通りの活用があった。又、県配置のスクールカウンセラーや学校関係者と連
携を取り、相談に関する情報を共有することで、問題行動の発生を未然に防ぐことができた。

成
　
果

最
終
評
価

4

心の教室相談員を配置し、カウンセリング等を行うことにより、いじめや不登校等の未然防止に努め、問題行動を減ら
す効果があった。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、心の教室相談員配置に対する市民の満足度は高く、児童が抱える悩みや不安
を解消して問題行動を未然に防止し、ゆとりを持った環境づくりを行うことは、学校生活を送る上
で大変重要であることから、今後も継続して事業を実施されたい。
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 教育部長 長﨑　功一

担当課 702020 教育部・学校教育課・指導係 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 03 こころ豊かに学び続ける人が育つまちづくり

政　　策 01 学校教育の充実

施　　策 02 学習環境の充実

基本事業名 12
中学校心の相談事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

必
　
要
　
性

二
次
評
価

4

生徒が抱えている悩みや不安を相談員に気軽に話をすることで、ストレスを和らげ不登校やいじめ等の未然防止に努
め、心にゆとりを持てる環境づくりを行うことができた。

効
　
率
　
性

二
次
評
価

4

各学校とも様々な相談に対応し、ほぼ予定どおりの活用があった。又、県配置のスクールカウンセラーや学校関係者と
連携を取り、相談に関する情報を共有することで、問題行動の発生を未然に防ぐことができた。

成
　
果

最
終
評
価

4

心の教室相談員を配置し、カウンセリング等を行うことにより、いじめや不登校等の未然防止に努め、問題行動を減ら
す効果があった。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、心の教室相談員配置に対する市民の満足度は高く、生徒が抱える悩みや不安
を解消して問題行動を未然に防止し、ゆとりを持った環境づくりを行うことは、学校生活を送る上
で大変重要であることから、今後も継続して事業を実施されたい。
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 教育部長 長﨑　功一

担当課 702010 教育部・学校教育課・学事係 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 03 こころ豊かに学び続ける人が育つまちづくり

政　　策 01 学校教育の充実

施　　策 02 学習環境の充実

基本事業名 15
小学校学習環境づくり支援事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

必
　
要
　
性

二
次
評
価

4

全ての児童の学力向上と学級の健全化を図るのに必要な事業である。

効
　
率
　
性

二
次
評
価

4

年間勤務日数・勤務時間等を考え、効率的に講師の雇用と配置を行っている。

成
　
果

最
終
評
価

4

各学校１名ずつの補助員配置としていたが、平成２３年度より１学年の学級数が３クラスの学校には２名の配置と規模
拡大し、新しい環境になじめず学習や集団生活に困っている児童の支援やきめ細かな指導等を行うことができているこ
とから、成果があったと判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、市民の満足度はやや高く、児童の学力向上と学級の健全化を図るべく、今後
も事業を継続されたい。
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 教育部長 長﨑　功一

担当課 702010 教育部・学校教育課・学事係 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 03 こころ豊かに学び続ける人が育つまちづくり

政　　策 01 学校教育の充実

施　　策 02 学習環境の充実

基本事業名 16
中学校学習環境づくり支援事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

必
　
要
　
性

二
次
評
価

4

中学１年生の学力不振、不登校、いじめ、荒れ等につながることを未然に防ぐために必要な施策である。

効
　
率
　
性

二
次
評
価

4

勤務日数や勤務時間、人数等について適正に考慮し効率的に雇用・配置している。

成
　
果

最
終
評
価

4

平成１８年度の事業開始以来、継続して７名（古賀中２名、古賀北中３名、古賀東中２名）の配置を行い、生徒へのき
め細かな学習指導や生活指導等を実施しており、中学校の学習や生活の変化になじめない生徒への支援等を行うことが
できていることから、成果はあったと判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、市民の満足度はやや高く、きめ細かな指導による生徒の学力保障と学級の健
全化を図るべく、今後も事業を継続されたい。
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 教育部長 長﨑　功一

担当課 702010 教育部・学校教育課・学事係 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 03 こころ豊かに学び続ける人が育つまちづくり

政　　策 01 学校教育の充実

施　　策 02 学習環境の充実

基本事業名 17
小学校環境適応支援事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

必
　
要
　
性

二
次
評
価

4

子どもたちにとって居心地のよい学級集団づくりや学力向上を目指す学習集団づくりに役立てるのに必要な事業であ
る。

効
　
率
　
性

二
次
評
価

4

業者委託により経費節減をしながら年２回の調査を実施でき、効率的に事務を実施している。

成
　
果

最
終
評
価

4

年２回の調査を実施し、結果をもとに具体的な手立てを講じ、学級集団づくり、学習指導、生徒指導に役立てているこ
とから、成果があったと判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、市民の満足度はやや高く、今後も学級集団づくり、学習指導、生徒指導に役
立てるよう、事業を継続されたい。
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 教育部長 長﨑　功一

担当課 702010 教育部・学校教育課・学事係 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 03 こころ豊かに学び続ける人が育つまちづくり

政　　策 01 学校教育の充実

施　　策 02 学習環境の充実

基本事業名 18
中学校環境適応支援事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

必
　
要
　
性

二
次
評
価

4

子どもたちにとって居心地のよい学級集団づくりや学力向上を目指す学習集団づくりに役立てるのに必要な事業であ
る。

効
　
率
　
性

二
次
評
価

4

業者委託により経費節減をしながら年２回の調査を実施でき、効率的に事務を実施している。

成
　
果

最
終
評
価

4

年２回の調査を実施し、結果をもとに具体的な手立てを講じ、学級集団づくり、学習指導、生徒指導に役立てているこ
とから、成果があったと判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、市民の満足度はやや高く、今後も学級集団づくり、学習指導、生徒指導に役
立てるよう、事業を継続されたい。
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 教育部長 長﨑　功一

担当課 702010 教育部・学校教育課・学事係 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 03 こころ豊かに学び続ける人が育つまちづくり

政　　策 01 学校教育の充実

施　　策 03 体験学習の充実

基本事業名 01
中学生職業体験学習事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

必
　
要
　
性

二
次
評
価

4

児童生徒の望ましい勤労観や職業観を身につけることができるようにするために必要な事業である。

効
　
率
　
性

二
次
評
価

4

市内事業所のご協力を頂く等して、少ない経費で職業体験を実施することができている。

成
　
果

最
終
評
価

4

生徒が主体的に進路を選択決定する態度や意志、意欲などを培うことのできる教育活動であり、市内３中学校の２年生
５８３人全員が市内１３２事業所において職業体験を実施できており、成果があったと判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、市民の満足度は高く、今後も市民や事業所等への周知・PR活動も含め事業を
継続されたい。



３４－１ 



 

 

３４－２ 



 

 

 

３４－３ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３４－４ 

平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 教育部長 長﨑　功一

担当課 702020 教育部・学校教育課・指導係 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 03 こころ豊かに学び続ける人が育つまちづくり

政　　策 01 学校教育の充実

施　　策 06 特別支援教育の推進

基本事業名 01
特別支援教育事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

必
　
要
　
性

二
次
評
価

5

特別な支援を要する児童生徒に対する適正な教育の場の支援のため必要である。

効
　
率
　
性

二
次
評
価

4

就学指導委員会を開催し、個々に応じた教育の場について判定協議を行い、指導を行った。又、学校(特別支援学級、通
級指導教室、通常学級)や特別支援教育支援員、ひまわり教室主任相談員と連携することで、よりきめ細やかな教育支援
を行うことができた。

成
　
果

最
終
評
価

4

小中学校に在籍する教育上特別な支援を要する児童生徒に対する適切な教育の場を提供できたことから、成果はあった
と判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、特別支援教育支援員及び特別支援教育主任相談員の配置に対する満足度は高
かった。特別な支援を要す児童生徒の数が年々増加傾向にあり、支援体制の改善も含め、今後もよ
り個々に応じた効果的な教育の支援を継続されたい。
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 教育部長 長﨑　功一

担当課 703000 教育部・生涯学習推進課 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 07 互いに認めあいみんなでつくるまちづくり

政　　策 03 共働のまちづくりの推進

施　　策 03 市民活動の支援

基本事業名 02
市民活動支援事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

必
　
要
　
性

最
終
評
価

3

人口減少・少子高齢化の進行や地域の自主性・自立性の向上が求められるなど大きな社会の変化を迎える中、多様化す
る市民ニーズや地域の課題に行政サービスだけでは対応することが困難になってきている。
そのような社会状況の中、市民活動の促進を図り、地域課題の解決に取組む市民の自主的かつ自発的な活動を支援する
ことは重要である。

効
　
率
　
性

最
終
評
価

3

人材バンクの充実やＮＰＯ・ボランティアの情報発信や交流を促進するなど機能の充実を図っており、概ね効率的であ
ると判断する。

成
　
果

最
終
評
価

3

ホームページや支援センター広報誌等を活用し、ボランティア団体等への情報提供を行ったり、支援センターが市民に
親しみやすい施設になるよう愛称を募集するなどした結果、来館者数も平成22年度840人から平成23年度2054人と徐々に
増加してきたことから、概ね成果があったと判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

2 4 3

事業満足度調査では、ボランティアの活動支援に対する市民の満足度はやや高く、今後も広報活動
等を充実させ情報収集を継続的に行い、登録者数が増加するよう事業を継続されたい。


